
 

 

  

 

                        東日本大震災から 3年 11カ月となった 2月 13  

                       日、被災 3県と豪雨災害の復興めざす広島の代表 

                       ら 400人が「被災者の声を聴け！2・13国会総行 

                       動」を行いました（同実行委員会主催）。岩手県 

からも復興岩手県民会議に参加する沿岸各地区 

や地方議員ら 50人余が参加しました。 

 国会総行動では、「生活再建支援金を 500万円 

に増額せよ」「原発事故賠償金を打ち切るな」と 

切実な声を上げました。岩手の代表は“三閉伊一 

揆”にちなんで「小○（困る）」のノボリを立て

気勢をあげました。前川慧一さん（岩手県民会議代表世話人）は「仮設住宅ではいまだ 23,000 人が

厳しい冬をがまんし生活している。仮設でなく自宅で手足を伸ばして寝たいのが希望だ、仮設で亡く

なっても遺体は仮設に戻ってこれない、住宅再建への支援は切実な課題」と訴えました。宮城の飯塚

さん(仮設団地自治会長)は「薬代さえ払えず体調を壊すお年寄りが続出しています。毎日のように救

急車が来る、医療・介護負担の減免復活を 

強く望みます」と訴えました。福島の福田 

さん（双葉町・業者）は「原発事故で何も 

かも失った。家族も従業員もバラバラにさ 

れた。双葉町は全町避難区域だが何年経っ 

ても戻って事業再開したい。東電と政府は 

賠償を 16年 2月で打ち切ろうとしている。  

許せない」と訴えました。そして、全国災 

対連の小田川義和代表世話人（全労連議長）、日本共産党の高橋ちづ子、堀内照文、大平喜信衆院議

員が挨拶しました（写真上）。 

「生活再建支援金 500万円へ増額を」「被災者の医療・介護保険料の免除復活を」―各省要望                    

 国会総行動に先だって午前 11 時から高橋ちづ子衆院議員同席で財務省・厚労省に防集事業で流失

土地の売却代金が所得と見なされ住民税、国保税・介護保険料等が増税となっている事態に減免措置 

を講ずるよう求めました（写真右上は交渉する岩手の代表ら）。    ☆  ☆  ☆  ☆   

国会前行動終了後、午後 1時半から 3 

時まで各省へ切実な要望を届け交渉し、 

院内集会を行いました。被災者生活再建

支援金 500 万円に引き上げることにつ

いて、斎藤信県議は資材高など建築費の

高騰で国の責任で支援金 500 万円への

引き上げは切実と訴えました。また医療

費等の免除復活も切実な課題と訴えま

した（写真左は院内集会で訴える斎藤信

県議）。 

 


